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平成17年大雨による浸水被害（柳井警察署前交差点付近） 

10分値から計算した最大１時間降水量69㎜（平成17年７月３日7：40～8：40） 

日降水量347㎜（平成17年７月３日0：00～24：00） 
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１ 漁港海岸高潮対策 

 台風や発達した低気圧に伴って発生する高潮被害を防止するため、漁港区域を対象として、堤防、

護岸、胸壁などの海岸保全施設の改修整備を行っている。 

※ 港湾区域は、港湾管理者である山口県が施行主体 

 

【近年の事業実績】 

年度 事業名称 場所 金額 事業内容 

令和５ 伊保庄漁港海岸高潮対策事業 上八地区海岸 20,814,200円 測量・調査・設計（護岸） 

令和３ 鳴門漁港海岸高潮対策事業 天神護岸 38,498,900円 護岸工 L＝9ｍ 

水門 １基 

令和２ 鳴門漁港海岸高潮対策事業 

鳴門漁港海岸老朽化対策事業 

 

 

柳井漁港海岸老朽化対策事業 

天神護岸 

遠崎地区、大畠

地区海岸 

39,501,000円 

17,186,400円 

 

 

5,858,600円 

護岸工 L=26m 

老朽化調査、計画策定 

 

 

老朽化調査、計画策定 

令和元 鳴門漁港海岸高潮対策事業 

 

平郡漁港海岸老朽化対策事業 

天神護岸 

 

東地区、西地区海

岸 

40,000,400円 

 

14,900,600円 

護岸工 L=18ｍ 

調査設計 

老朽化調査、計画策定 

平成30 鳴門漁港海岸高潮対策事業 

 

天神護岸 

 

50,000,760円 

 

護岸工31ｍ 

 

平成29 鳴門漁港海岸高潮対策事業 

阿月漁港海岸老朽化対策事業 

天神護岸 

阿月・宇積・与

の浦・深田・平

の沖地区海岸 

58,678,560円 

28,123,200円 

護岸工38ｍ 

老朽化調査、計画策定 

平成28 鳴門漁港海岸高潮対策事業 

伊保庄漁港海岸老朽化対策事業 

天神護岸 

小野近長地区 

34,693,920円 

16,305,840円 

護岸工30ｍ 

老朽化調査、計画策定 

平成27 阿月漁港海岸高潮対策事業 

鳴門漁港海岸高潮対策事業 

伊保庄漁港海岸老朽化対策事業 

東地区 

天神護岸 

上八地区 

8,016,840円 

24,511,680円 

9,487,800円 

護岸工38ｍ、ゲート工２ｍ 

護岸工26ｍ 

老朽化調査、計画策定 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

２ 雨水ポンプ場 

 本市は、市街地の大半が干拓地からなる低地帯であることから、これまで集中豪雨等による浸水被

害が多発している。特に平成17年には、局地的な豪雨により灸川の堤防決壊や広範囲にわたる床上浸

水、幹線道路の冠水など、甚大な被害が発生した。そのため、雨水ポンプ場の整備と機能の強化を計

画的に進めていく必要がある。 

 

【雨水ポンプ場】                                     

番号 雨水ポンプ場 排水能力等 

① 宮本雨水ポンプ場 202㎥／分（ディーゼルφ800×２台、電気φ400×１台） 

② 大水道雨水ポンプ場 195㎥／分（ディーゼルφ700×２台、電気φ700×１台） 

③ 田布路木雨水ポンプ場 214㎥／分（ディーゼルφ1200×１台、電気φ400×１台） 

④ 千才ポンプ場 6.8㎥／分（電気φ200×１台） 

⑤ 西田布路木ポンプ場 4.0㎥／分（電気φ200×１台） 

⑥ 築出ポンプ場 30㎥／分（電気φ300×２台、発電機φ300×１台） 

⑦ 宮の下ポンプ場 30㎥／分（電気φ500×１台） 

⑧ 苗代地ポンプ場 20㎥／分（電気φ250×２台） 

⑨ 古開作雨水ポンプ場 888㎥／分（ディーゼルφ1350×２台・φ1100×２台、電気φ500×３台） 

⑩ 江の浦ポンプ場 42㎥／分（電気φ600×１台） 

⑪ 東土穂石雨水ポンプ場 309㎥／分（ディーゼルφ1350×１台・φ900×１台、電気φ300×１台） 

 

【排水機場（県施設）】 

番号 排水機場 排水能力等 

⑫ 土穂石川排水機場 1,900㎥／分（ディーゼルφ1800×４台） 

⑬ 柳井川排水機場 1,280㎥／分（ディーゼルφ2000×２台） 

 

 

 

 

 

雨水ポンプ場等位置図 
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３ 災害ハザードマップ 

住民等が日頃から地域の災害危険性を認識し、災害発生時には迅速な避難行動や危険回避などの自

主的な行動が行えるよう、各種ハザードマップを作成している。 

 

洪水ハザードマップ 

作 成 時 期 令和３年３月（平成19年12月） 

主 な 内 容 

柳井川、土穂石川、灸川及び田布施川が大雨によって増水し、堤防が決壊したり、水が溢れたりして

洪水となる場合を想定し、それぞれの浸水深や浸水域、避難所、災害への備え等を示したもの。平成

19年作成の計画規模降雨における洪水浸水想定区域も更新するとともに、平成29年水防法改正による、

想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域を基に作成。 

対 象 区 域 等 柳井地区、新庄地区、余田地区 

課 題 等  

地震防災（ゆれやすさ）マップ 

作 成 時 期 平成22年６月（平成27年12月一部改訂） 

主 な 内 容 
本市への影響が大きいと考えられる地震の揺れを想定し、それぞれの地震における揺れの強さ（震度）

と、避難場所、地震災害への備え等を示したもの 

想 定 地 震 
大竹断層地震（震度６弱）、安芸灘～伊予灘地震（震度６弱）、東南海・南海地震（震度４）、中央構造

線断層帯地震（震度６弱）※（ ）内は想定最大震度 

対 象 区 域 等 市全域 

課 題 等 

内閣府の有識者会議が平成24年８月に公表した「第２次報告」では、本市の南海トラフ巨大地震の最

大震度は６弱(平郡島６強)とされているが、マップを見直す必要はないか。震度等と併せて津波浸水

域等を示し、一覧性の確保に努める必要はないか。 

土砂災害ハザードマップ 

作 成 時 期 平成28年４月（平成22年８月） 

主 な 内 容 

大雨により急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民の生命又は身体に危害が生じるおそれがある土

砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域（イエローゾーン及びレッドゾーン：土砂災害防止法に基

づき山口県知事が指定）と、避難場所、避難時の心得等を示したもの 

対象区域等 市全域 

課 題 等  

高潮ハザードマップ 

作 成 時 期 令和５年１月（平成24年３月：平郡地区を除く漁港海岸区域） 

主 な 内 容 
台風等により大規模な高潮が発生した場合の浸水域や浸水深、指定緊急避難場所、避難時の心得等を

示すもの 

対象区域等 柳井・新庄・余田地区、伊保庄地区、阿月地区、平郡地区、大畠地区 

課 題 等  

ため池ハザードマップ 

作 成 時 期 令和３年６月（平成24年３月） 

主 な 内 容 大雨等によりため池が決壊した場合の浸水域や避難時の注意事項等を示したもの 

対象区域等 
藤の木ため池、大新池、富農勢ため池、西山のため池、大迫ため池、宮ヶ原ため池、井戸の池、小路の

池・箕越ため池、坂川溜池、平松１ため池、下村の池、畑の池、水越池、ビシャモン池 

課 題 等 県と連携し、上記以外のため池について作成、配布する必要がある。 

津波ハザードマップ 

作 成 時 期 平成27年５月 

主 な 内 容 津波が発生した場合の浸水域や浸水深、指定緊急避難場所、避難時の心得等を示すもの 

対象区域等 海岸部、島嶼部、低地帯等 

課 題 等  
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４ 海抜表示板 

地域の海抜や避難場所等を日頃から住民等に周知することによって、災害時

における住民等の迅速かつ円滑な避難行動を促すとともに、津波に対する警戒

意識や防災意識の高揚を図ることを目的に設置している。 

 ■海抜表示板の設置   260か所 

 

 

５ 情報対策 

 平成23年３月の東日本大震災では、広範囲にわたり情報伝達の遅延、通信の途絶などの事態が発生

した。発災時における避難行動等に関する情報は、生命に関わる情報となることから、可能な限り多

様な情報媒体を用い、住民に対して警報等の情報が迅速かつ確実に伝わるようにする必要がある。 

 

（１）防災行政無線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 同報系防災行政無線 

  同報系防災行政無線は、屋外拡声子局（サイレン・スピーカー）や戸別受信機により、住民に

直接・同時に防災情報や行政情報を伝えるシステム。災害時の防災情報の伝達、救助・復旧活動

に用いられ、平常時には災害発生予告、行政情報の伝達などにも使用される。 

・ 親局、中継局、再送信局の整備 

・ 屋外拡声子局（サイレン・スピーカー）の耐震化と増設 

・ 福祉・介護、教育、集客施設等に戸別受信機を配備 

・ 電話自動応答装置の整備（TEL:0820-23-6400） 

・ 通信途絶時の情報収集、連絡網の構築 

  （親局と屋外拡声子局との間の双方向通信網の整備） 

・ 休日、夜間における伝達体制の整備（遠隔操作卓を広域消防本部に配備） 

・ ミュージックチャイム機能の整備 

 

 

 

戸別受信機 

親局統制台 

移動系 同報系 

携帯型 

半固定型 

携帯型 

半固定型 

本庁舎 
内線電話 

屋外拡声子局 

屋外拡声子局 

戸別受信機 

本庁舎統制局 

(平成25年８月１日運用開始) (平成28年４月１日運用開始) 



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

   

  

  （ア）災害時等における伝達情報  

   ●：全国瞬時警報システム（Ｊアラート）※１により自動起動で伝達する緊急情報 

   ■：気象庁から通信事業者のネットワークを経由して提供される情報 

    ○：市が伝達する情報 

伝達する情報 

同報系防災行政無線 
緊急速報 

メール※２ 

市防災 

メール、

LINE※３ 

電話・

FAX、

SNS、HP 

広報車 屋外拡 

声子局 
戸別 

受信機 

発
災
前 

緊急地震速報 ● ● ■ ― ― ― 

大津波警報、津波警報 ● ● ■ ■ ― 〇 

気象等に関する特別警報※４ ● ● ■ ■ ― ― 

津波注意報 ● ● 〇 ■ ― 〇 

弾道ミサイル情報、武力攻撃情報等※5 ● ● ● ― ― ― 

土砂災害警戒情報 〇 〇 〇 ■ ― 〇 

避難情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

警戒区域情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

気象警報、災害予測情報 〇 〇 ― ■ ― 〇 

発
災
後 

被災情報 〇 〇 ― 〇 〇 〇 

避難所情報、ライフライン情報 〇 〇 ― 〇 〇 〇 

安否情報 〇 〇 ― 〇 〇 〇 

火災（建物火災、山林火災） 〇 ― ― 〇 ― ― 

  ※１ 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）とは、緊急地震速報や武力攻撃など対処に時間的

余裕のない事態に関する情報を人工衛星を利用して国から送信し、同報系防災行政無線を

自動起動することにより、住民へ緊急情報を瞬時に伝達するシステム 

  ※２ 緊急速報メールとは、気象庁が配信する緊急地震速報、津波警報、気象等に関する特別

警報、国・地方公共団体が配信する災害・避難情報等を携帯電話会社（ＮＴＴドコモ、a u、

ソフトバンク、楽天モバイル）が、市内に滞在する携帯電話に一斉にお知らせするサービ

ス 

  ※３ 市防災メール、LINEは、市に事前に登録された携帯電話やパソコンに防災情報等を配信

するサービス 

  ※４ 大雨、地震、津波、高潮などにより重大な災害の起こるおそれがある時に気象庁が発表

する警報の発表基準をはるかに超える大雨、大津波等が予想され、重大な災害の起こるお

それが著しく高まっている場合、「特別警報」を発表し、最大級の警戒を呼びかける。 

  ※５ 弾道ミサイル情報等の国民保護に関する情報 

 

設備名 設置数 設置場所 

親局設備 １局  柳井市役所本庁舎 

中継局設備 １局 三ヶ岳 

遠隔制御設備 １台 柳井地区広域消防組合 

再送信子局 ２局 大畠地区、平郡地区 

屋外拡声子局 49局 市内各所 

戸別受信機 125台 市内各所 



- 6 - 

（イ）屋外拡声子局一覧表 49ヶ所 

地区 番号 名称 参考名称 所在地（代表地番） 
スピーカ設備 サイレン設備 

レフレックス ストレート 計 有無 出力 

柳
井 

１ 柳井市 柳井市役所 南町一丁目10番2号 ０ ５ ５ あり 7.5 

２ 白潟 柳井分団１部２班 柳井976-15 １ ４ ５ あり 2.2 

３ ふたば集会所   柳井2301-4 １ ４ ５ あり 0.4 

４ 姫田 柳井分団２部１班 姫田2812-2 ４ ０ ４ なし － 

５ 市民球場   南浜三丁目2番1号 ３ ０ ３ あり 0.4 

６ 柳北小学校   柳井5025 ０ ２ ２ あり 7.5 

７ 上馬皿 柳井分団４部２班 柳井6634-4 ３ １ ４ なし － 

８ 黒杭 大歳社 柳井 Y2264 １ ４ ５ あり 7.5 

40 西後地 前池跡地 柳井3563 ３ ０ ３ なし － 

41 石井ダム ダム公園展望台 柳井 Y1382-6 先 ２ １ ３ なし － 

42 白潟東一 広域農道沿 柳井506 １ ２ ３ なし － 

日
積 

９ 日積出張所 

 

日積6937 ２ ２ ４ あり 7.5 

10 日積正福 日積分団１部１班 日積2964-4 ３ １ ４ なし － 

11 日積大里 都市農村交流施設 日積4148-2 １ ２ ３ なし － 

12 日積大原 日積分団２部１班 日積5195-7 １ ４ ５ あり 0.4 

13 日積割石 日積分団３部２班 日積7876-6 ０ ３ ３ なし － 

14 日積鍛冶屋原 自治会集会所 日積582 ０ ４ ４ なし － 

43 日積川谷 川谷市道 日積1536-3 ０ ２ ２ なし － 

44 日積坂川 日積分団4部1班 日積121-3 ４ ０ ４ なし － 

伊
陸 

15 伊陸出張所 

 

伊陸5874-1 ０ ４ ４ あり 7.5 

16 伊陸旭 伊陸分団３部１班 伊陸6712-3 １ ３ ４ なし － 

17 伊陸大の口 伊陸分団３部２班 伊陸514-5 ０ ４ ４ なし － 

18 伊陸木部 

 

伊陸2785-2 ０ ５ ５ あり 1.5 

45 伊陸長野 圃場整備記念碑 伊陸2303-6 １ ２ ３ なし － 

新
庄 

19 新庄出張所 新庄分団１部 新庄327-1 ０ ５ ５ あり 7.5 

20 新庄下大祖 新庄分団２部 新庄2521-8 ２ ３ ５ なし － 

余
田 

21 余田出張所 

 

余田1417 ２ ２ ４ あり 7.5 

22 余田尾林 余田分団１部 余田3612-3 １ ３ ４ あり 0.4 

46 余田中郷 農免陸橋 余田 Y498-5 ４ ０ ４ なし － 

47 余田中村 大新池 余田2614-3 ４ ０ ４ なし － 

伊
保
庄 

23 伊保庄出張所 

 

伊保庄2564 ０ ３ ３ なし － 

24 伊保庄小田 伊保庄分団３部２班 伊保庄4477-10 ０ ４ ４ あり 2.2 

25 柳井南中学校 

 

伊保庄3482-3 １ ３ ４ あり 7.5 

26 伊保庄向田 大師講 伊保庄1263 １ ４ ５ あり 7.5 

阿
月 

27 阿月出張所 

 

阿月1748-2 ３ １ ４ あり 7.5 

28 阿月宇積 中村造船鉄工所 阿月1020-2 １ ３ ４ あり 7.5 

29 阿月相の浦 阿月分団３部 阿月 Y127-2 ２ ２ ４ あり 0.4 

30 阿月池の浦 道路公園 阿月37-2 ０ ２ ２ あり 0.4 
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地区 番号 名称 参考名称 所在地（代表地番） 
スピーカ設備 サイレン設備 

レフレックス ストレート 計 有無 出力 

平
郡 

31 平郡東 平郡東小学校 平郡1834 ０ ２ ２ あり 2.2 

32 平郡西 平郡西浦漁港 平郡4698-9 １ ２ ３ あり 2.2 

大
畠 

33 大畠出張所 

 

大畠1500 １ １ ２ なし － 

34 大畠民俗資料館 

 

遠崎1251-1 １ ３ ４ あり 2.2 

35 大畠小学校 

 

大畠757-2 ２ ２ ４ あり 2.2 

36 大畠住吉 大畠分団５部 大畠913-1 ０ ２ ２ なし － 

37 大畠大久保 

 

大畠474 １ ２ ３ あり 0.4 

38 大畠総合センター 

 

神代4830 １ ２ ３ あり 7.5 

39 広域消防東出張所 

 

神代2943-1 １ ２ ３ あり 2.2 

48 大畠殿畑 殿畑公会堂側 神代3299-1 先 ３ ０ ３ なし － 

49 大畠宮岬団地 宮岬配水池 神代2838 １ ２ ３ なし － 

No.１～39：平成25年８月１日運用開始 

No.40～49：平成29年３月１日運用開始 
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（ウ）柳井市防災行政無線 戸別受信機設置場所一覧表 142施設125台（令和７年５月１日現在） 

教
育
関
連
施
設 

１ サンビームやない 

 

児
童
ク
ラ
ブ 

42 ひづみ児童クラブ 

２ 柳井市文化福祉会館 

 

43 伊陸児童クラブ 

３ 柳東文化会館 

 

44 新庄児童クラブ 

４ アクティブやない 

 

45 余田児童クラブ 

５ 教育委員会 

 

46 小田児童クラブ 

６ しらかべ学遊館 

 

47 大畠児童クラブ 

７ みどりが丘図書館（柳井図書館） 

 

48 柳井南児童クラブ 

ス
ポ
❘
ツ 

８ バタフライアリーナ（柳井市体育館） 

 

小
学
校 

49 柳井小学校 

９ ビジコム柳井スタジアム（柳井市民球場） 

 

50 柳東小学校 

10 アデリーホシパーク(アクアヒルやない)  51 柳北小学校 

出
張
所
・
公
民
館
等 

11 FUJIBO柳井化学武道館（柳井市武道館） 

 

52 日積小学校 

12 中央公民館 

 

53 伊陸小学校 

13 日積出張所 

 

54 新庄小学校 

14 伊陸出張所 

 

55 余田小学校 

15 新庄出張所 

 

56 小田小学校 

16 余田出張所 

 

57 柳井南小学校 

17 伊保庄出張所 

 

58 平郡東小学校 

18 阿月出張所 

 

59 大畠小学校 

19 平郡出張所 

 

中
学
校 

60 柳井中学校 

20 西平郡連絡所 

 

61 柳井西中学校 

21 大畠出張所 

 

62 大畠中学校 

保
育
所
園
・
幼
稚
園 

22 西福祉センター 

 

高
校 

63 柳井高等学校 

23 柳井南保育所 

 

64 柳井商工高等学校 

24 大畠保育所 

 

65 柳井学園高等学校 

25 ルンビニ保育園  福
祉
施
設 

66 柳井市保健センター 

26 放光保育園 

 

67 柳井市大畠総合センター 

27 若葉保育園 

 

68 柳井市総合福祉センター 

28 羽仁保育園 

 

要
援
護
者
施
設
等 

69 ワークショップ白壁 

29 ルンビニ第二保育園 

 

70 やなぎ園 

30 ひづみ保育園 

 

71 もみの木グループホーム 

31 伊陸保育園 

 

72 ふれあいショップ一粒の麦 

32 新庄保育園 

 

73 ほっぷ白壁 

33 余田保育園 

 

74 ３びきのこぶた 

34 柳美幼稚園 

 

75 グループホームつくし 

35 たんぽぽ保育園  76 養護老人ホーム あそか苑 

36 ゆうわ苑託児所ばんびぃな 

 

77 あそか苑 デイサービスセンター 

37 ふたば保育園（柳井医療センター内） 

 

78 グループホームあそか 

38 双葉愛保育園 

 

79 特別養護老人ホーム四季の里 

 39 柳井児童クラブ 

 

80 デイサービスほのか 

40 柳東児童クラブ 

 

81 介護老人保健施設まつかぜ 

41 柳北児童クラブ 

 

82 特別養護老人ホーム松風苑 
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要
援
護
者
施
設
等 

83 デイサービスセンター松風苑  

 

124 グループホーム RASIEL 柳井 

84 特別養護老人ホーム伊保庄園  125 周東総合病院 

85 介護老人保健施設ケアセンターゆうわ  126 恵愛会柳井病院 

86 ケアハウスゆうわ苑 

 

病
院 

127 坂本病院 

87 グループホームゆうわ苑 

 

128 国立病院機構柳井医療センター 

88 小規模多機能型居宅介護トータルケアゆうわ 
 

129 柳井市斎苑 

89 ゆうわ苑デイサービスセンター 

 

130 都市農村交流施設（ふれあいどころ４３７） 

90 有料老人ホームゆうわ マ・メゾン 

 

官
公
庁
等 

131 大畠観光センター 

91 マリンホーム一楽 

 

132 やまぐちフラワーランド 

92 柳井ひまわり園 

 

133 柳井地域広域水道企業団 

93 デイサービス風車 

 

134 周東環境衛生組合 

94 平郡デイサービスセンター 

 

135 柳井地区広域消防組合 警防救急課 

95 特別養護老人ホーム 大畠苑  136 柳井警察署 警備課 

96 大畠苑デイサービスセンター 

 

137 柳井県民局 

97 工房いな穂 

 

138 柳井海上保安署 

98 サンキ・ウェルビィ小規模多機能センター柳井 
 

139 柳井商工会館 柳井商工会議所 

99 サンキ・ウェルビィグループホーム柳井 

 

140 不燃物処理場 

100 山根宅老所ぼちぼち 

 

141 柳井駅前地下道 

101 デイサービスセンターありがとうやない  142 柳井港ポートビル 

102 有料老人ホームありがとうやない  

103 デイサービスセンターASOKAやない  

104 サービス付き高齢者向け住宅ＡＳＯＫＡやない  

105 デイサービスおおひら  

106 サービス付き高齢者向け住宅おおひら  

107 援護寮こすもす  

108 お仕事ステーションやない  

109 リハプライド柳井  

110 指定生活介護事業所しらゆり  

111 放課後等デイサービス ひばり  

112 みらい  

113 デイサービスセンター一陽  

114 はれまる亭  

115 みなくるはうす柳井  

116 一般社団法人 島の学園  

117 パントまいむ  

118 グループホームのぞみ  

119 グループホームけあビジョンホーム柳井  

120 のびすく  

121 グループホームやなぎ園  

122 看護小規模多機能サンリンク  

123 シェモアゆうわ  
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イ 移動系防災行政無線 

   移動系防災行政無線は、携帯型の移動局と市役所との間で通信を行うもので、同報系は、市役

所（行政機関）と住民等との通信手段であるのに対して、移動系は、主として行政機関内の通信

手段として活用される。 

 

（２）柳井市防災メール、柳井市ＬＩＮＥ公式アカウント 

住民等が安心安全に暮らせるよう、登録した住民に対し、防災等に関する情報をメール、ＬＩＮ

Ｅで携帯電話等に配信する。 

 

ア 運用開始日 メール  平成20年７月10日（令和３年５月１日、新システム導入） 

        ＬＩＮＥ 令和６年５月９日 

イ 登録者数  メール  4,136人（令和７年３月３１日現在。前年比40人減） 

        ＬＩＮＥ 2,001人（令和７年３月３１日現在） 

ウ 配信する情報 

配信情報 内容 

防災だより 市から防災情報（月１回程度） 

防災情報 警戒レベルや避難指示などの避難情報 

緊急情報 行方不明者情報など人命に関わる情報 

地震・津波情報 県東部で震度３以上の観測時 

火災情報 柳井市の火災情報 

気象警報・注意報 
柳井市に警報・注意報発表時 

※ 気象情報の配信については、警報のみに設定することも可能 

土砂災害警戒情報 柳井市に土砂災害警戒情報発表時 

竜巻注意情報 柳井市の竜巻注意情報発表時 

熱中症警戒アラート 暑さ指数が基準値を超えたとき 

 

（３）緊急速報メール 

各携帯電話会社のシステムを活用して、市内に滞在している「携帯電話（配信登録は不要）」に向

けて、市からは避難指示等の緊急性の高い情報を、気象庁からは緊急地震速報及び津波警報等を配

信する。 

 

ア 携帯電話会社が配信する情報 

配信情報 内容 

緊急地震速報 

気象庁が発表する「緊急地震速報（最大震度５弱以上と推定した地震の際に発

表される。）」を、強い揺れ（震度４以上）の地域（全国を約200の地域に区分）

の携帯電話に一斉配信 

津波警報 
緊急速報メール「津波警報」では、大津波警報、津波警報の区別はなく、どち

らの場合でも「津波警報発表」で配信 

気象等に関する特別警報 

大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪及び大雪について、数十年に一度程度の大雨

や大雪が予想される場合又は数十年に一度程度の台風等に伴い暴風等が予想さ

れる場合に、気象庁が発表した際に配信 

弾道ミサイル情報 
弾道ミサイルが発射され着弾のおそれがある場合など国民の生命に危険が及ぶ

場合に発表 

航空攻撃情報 航空攻撃の可能性がある場合など国民の生命に危険が及ぶ場合に発表 

ゲリラ・特殊部隊攻撃情報  
武力攻撃事態におけるゲリラや特殊部隊による攻撃により国民の生命に危険が

及ぶ場合に発表 

大規模テロ情報 武力攻撃が行われ、国民の生命に危険が及ぶ場合に発表 
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イ 市が判断して配信する情報 

住民の人命等に大きな被害を及ぼすおそれのある緊急性の高い災害情報で、市が配信する必要

があると判断した場合に、「避難情報」や「津波に関する情報」、「その他緊急情報」などを配信す

る。 

 配信情報 内容 

警戒レベル３ 

高齢者等避難 

【危険な場所から高齢者等避難】 

避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立退き避難する。 

（例）○○地区の土砂災害警戒区域にいる高齢者や障害をお持ちの方など避難に時

間のかかる方やその支援者の方は、避難場所や安全な親戚・知人宅等に速やか

に避難してください。 

警戒レベル４ 

避難指示 

【危険な場所から全員避難】 

危険な場所から全員避難（立ち退き避難又は屋内安全確保）する。 

（例）○○地区の高潮浸水想定区域（又は、○○地区）にいる方は、避難場所や安

全な親戚・知人宅等に今すぐ避難してください。 

警戒レベル５ 

緊急安全確保 

【命の危険 直ちに安全確保！】 

指定緊急避難場所等への立退き避難を基本とする避難行動を取る。 

（例）避難場所等への立退き避難が危険な場合には、少しでも崖や沢から離れた建

物や自宅内の部屋に移動するなど、命の危険が迫っているので、直ちに身の安

全を確保してください。 

警戒区域情報 

災害が発生又はまさに発生しようとしている場合、人の生命、身体に対する危険を

防止するため、特に必要があると認められるときに設定。火災、風水害、土砂災

害、火山災害、原子力関連の事故などの場合に設定 

津波注意報 
予想される津波の最大波の高さが高いところで0.2ｍ以上、１ｍ以下の場合であっ

て、津波による災害のおそれがある場合に気象庁から発表 

土砂災害警戒情報 大雨により土砂災害の危険度が高まった場合に発表 

 

（４）衛星電話 

災害発生時に地上通信回線が切断された場合においても通信が行えるよう、端末と衛星を通じて

直接通信ができる「衛星電話」の端末を整備している。 

○配備時期 平成24年３月（平成27年10月、１台〔携帯型〕追加） 

○配備台数 ４台（危機管理課２台、平郡出張所１台、西平郡連絡所１台） 

 

（５）災害時優先電話等 

  ア 災害時優先電話 

災害発生時に通話が集中し、通話制限がかかる場合において、通信設備に被害がない限り、あ

らかじめ登録して発信する通話を優先的に取り扱うもの。出張所、学校等の電話を登録している。 

イ 特設公衆電話回線 

西日本電信電話株式会社との協定により大規模災害発生時における避難者の緊急通話手段を 

確保する目的として、屋内の避難所23ヶ所に特設公衆電話回線を設置している。 

No. 避難所名 回線数  No. 避難所名 回線数 

１ 柳東小学校 ２回線  13 新庄小学校 １回線 

２ サンビームやない ２回線  14 アクアヒルやない １回線 

３ 柳井小学校 １回線  15 柳井西中学校 ２回線 

４ バタフライアリーナ（柳井市体育館） ４回線  16 余田小学校 １回線 

５ みどりが丘図書館（柳井図書館） ４回線  17 伊保庄地区体育館 １回線 

６ 柳井市文化福祉会館 １回線  18 阿月公民館 １回線 

７ 柳井中学校 ４回線  19 平郡西へき地集会所 １回線 

８ 柳北小学校 １回線  20 平郡東小学校体育館 １回線 

９ 日積小学校 １回線  21 大畠中学校 １回線 

10 ふれあいどころ４３７ １回線  22 大畠小学校 １回線 

11 伊陸小学校 １回線  23 遠崎地区体育館 １回線 

12 伊陸地区体育館 １回線     

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%9F%E7%A0%82%E7%81%BD%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%9F%E7%A0%82%E7%81%BD%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%AB%E5%B1%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E4%BA%8B%E6%95%85
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６ 防災訓練、防災出前講座等 

防災対策や住民避難については、防災・避難施設等の整備や避難計画の策定といった行政の対応だ

けでは意味をなさず、地域住民、事業者等の日常的な努力があって初めて効果を発揮する。行政は、

日頃からあらゆる機会を通じて、地域住民、事業者等に対し、防災に関する正確な知識や講ずべき事

前対策、発災時に取り組むべき行動等の周知徹底を図ることが重要である。 

そのため、防災訓練等は、「自らの命は、自ら守る。自らの地域は、皆で守る。」という防災の基本

に立って平時から実施する必要がある。 

 

（１）主な直近の防災訓練等 

  ○柳井市防災研修会 

実施日時 令和６年５月30日（木）10：00～11：30 

令和６年５月30日（木）13：30～15：00 

令和６年６月１日（土）10：00～11：30 

令和６年６月１日（土）13：30～15：00 

目的 参加者同士の意見交換・情報共有を通じて、災害時における自助・共助の必要性を認識し、防

災意識の向上を図り、自主防災組織の設立機運醸成及び設立後の活動活性化の促進につなげる。 

主催 柳井市 

場所 柳井市文化福祉会館２階大会議室 

対象者 自主防災組織代表者、自治会長（いずれも同伴可） 

実施内容 テーマ：地域の防災力を高めよう！ 

講 師：柳井市防災士会 

参加実績 52団体、72人 

   

○職員参集訓練 

実施日時 令和７年１月17日（金）午前８時～午前９時 

目的 災害発生時における職員の迅速かつ円滑な初動体制の確立と防災意識の向上を図る。 

実施時期 平成９年から原則として毎年１月17日（阪神淡路大震災）に実施 

対 象 者 市役所又は出先機関への通勤距離が６ｋｍ未満の職員 

災害想定 午前８時に震度６弱の南海トラフ地震発生を想定 

実施内容 午前８時35分から災害対策本部会議を開催し、各対策本部から職員の参集状況及び災害対応を

報告。移動系防災行政無線を使用し、各出張所から被害状況の報告及び避難を指示。柳井警察

署、柳井地区広域消防組合から災害対応状況の報告。最後に本部長が訓示。 

実施結果 職員331人のうち169人が参加。30分以内の到着者は、141人（83.43％） 

 

○内閣府地震・津波防災訓練 平成30年11月５日（月） 

○山口県総合防災訓練    令和４年５月29日（日） 

○柳井市総合防災訓練    平成23年11月２日（水） 

○災害図上訓練       平成22年10月21日（木） 

○災害ラジオ訓練      平成30年３月20日（火） 

○出前型実動津波避難訓練  平成29年11月５日（日） 

○山口県支援物資配送訓練  令和元年11月５日（火） 

○率先避難モデル事業    令和元年５月25日（土） 
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○市内の小学校、中学校及び保育園（所）における防災訓練等実施状況（令和６年度） 

【小学校】 

学校名 実施期日 内    容 

柳井小 

R6.4.10 進級時の避難経路確認（学年単位の対応による。） 

R6.6.7 不審者・非常変災等を想定した避難訓練（児童は体育館へ避難） 

R6.6.11 不審者侵入を想定した避難訓練（各教室避難）。学校安全サポーターによる指導講話 

R6.11.19 
地震及び津波を想定したシェイクアウト訓練及び避難訓練。危険回避、一次避難（全

校運動場避難）。その後、二次避難（サンビーム駐車場）へ移動。 

R7.1.14 火災を想定した避難訓練（管理棟出火を想定）全校グラウンド避難。 

R7.2.14 土砂災害想定訓練。各教室でＶＴＲ視聴、避難場所の確認。 

柳東小 

R6.6.21 火災を想定した避難訓練 

R6.5.10 緊急時(不審者・災害等)を想定した保護者への児童引き渡し訓練  

R6.11.5 
地震・津波を想定した避難訓練。校外の二次避難所へ避難。保護者・学校運営協議

会・自治会・防犯組合・近隣の保育園やグループホームと合同実施 

R7.1.16 
不審者対応を想定した避難訓練。（7.1.8に、柳井警察署からの指導を受けながら、教

職員を対象とした避難訓練に向けての実技的な研修を実施） 

柳北小 

R6.6.4 大雨によるダム決壊や土砂流出を想定した水害対応避難訓練（避難経路確認） 

R6.9.7 地震・火災・熊を想定した地域との合同防災訓練 

R6.11.18 不審者対応を想定した避難訓練 

R7.1.14 保護者への児童引き渡し訓練 

日積小 

R6.5.21 大規模災害等を想定した児童引渡し訓練 

R6.7.3 不審者対応訓練（少年安全サポーター、日積駐在所との連携） 

R6.11.7 地震想定による避難訓練（ブラインド訓練） 

R7.2.5 
火災想定避難訓練（避難経路確認、柳井消防署による消火訓練指導、ブラインド訓

練） 

伊陸小 

R6.7.10 不審者を想定した避難訓練（柳井警察署・伊陸公民館と連携） 

R6.11.11 火災発生を想定した避難訓練・消火訓練・火災予防学習（柳井消防署と連携） 

R7.1.16 地震発生を想定した避難訓練。（ブラインド訓練） 

新庄小 

R6.6.3 火災を想定した避難訓練 

R6.6．21 大規模災害・不審者侵入を想定した児童引き渡し訓練 

R6.11.14 地震後津波発生想定の避難訓練。１次避難→２次避難へ 

R7.1.30 不審者対応訓練（柳井警察署、少年安全サポーターとの連携） 

余田小 

R6.6.21 
保護者への引き渡しについて訓練を実施。保護者、教職員の引き渡しの手順等につい

て再確認 

R6.12.3 火災発生を想定し柳井消防署と連携。避難後、水消火器を使った消火訓練を実施 

R7.2.6 不審者を想定した避難訓練を実施。 

柳井南小 

R6.7.4 不審者を想定した避難訓練 

R6.10.25 防災学習館での様々な災害の疑似体験と防災学習（３・４年） 

R6.11.5 地震を想定したシェイクアウト訓練（午前） 

R6.11.5 
保・小・地域合同の地震及び津波を想定した避難訓練（一次避難、二次避難）と保護者

への児童引き渡し訓練（午後） 

小田小 

R6.6.17 
非常災害及び不審者による事故及び事件に備え、児童を安全かつ確実に保護者や保護

者以外の引取者に引き渡せるように、引き渡し訓練を実施 

R6.11.25 
柳井商工高校、学校応援団と連携した地震津波対応避難訓練を実施（伊保庄地区指定緊

急避難場所 柳井商工高校） 

R7.2.25 火災を想定した避難訓練及び消火訓練を実施 

大畠小 

R6.5.24 授業参観後に、保護者への児童引き渡し訓練を実施。 

R6.11.5 
地震・津波対応避難訓練を実施 

訓練後、全校児童対象に、防災士 佐伯欽三 様による講演 

R7.2.20 火災対応避難訓練を実施 

平郡東小 

R6.5.29 不審者対応訓練を実施 

R6.6.21 大雨・高潮・土砂災害対応の避難訓練を実施 

R6.11.15 
地震・津波を想定した避難訓練を実施。運動場へ一次避難後、山上避難所へ二次避

難。 

R7.2.14 火災を想定した避難訓練を実施 
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【中学校】 

学校名 実施期日 内    容 

柳井中 

R6.6.22 
土曜参観日に合わせて、大規模災害等発生時を想定した引き渡し訓練を1年生を対象に

して実施した。多くの教員が訓練に参加し、引き渡しの手順や留意点を共有できた。 

R6.11.12 

学校内で火災発生等を想定した避難訓練を実施した。防災避難訓練の目的や、避難時の

行動、避難方法を確認した。実施後には、各学級で振り返りを行い、一人ひとりが自分

事として考えることができるように工夫した。 

柳井西中 

R6.6.21 
余新地区３校同時（新庄小・余田小・柳井西中）引き渡し訓練を実施した。兄弟姉妹の

いる家庭における生徒引き渡し、教職員の手順や留意点を確認できた。 

R6.9.27 

土砂災害時における避難訓練として、全校でアクアヒルまでの避難経路を歩きながら確

認した。普段は水位の低い小川などもあり、緊急時迂回する経路も含めて確認すること

ができた。 

R6.11.5 

全国一斉の緊急地震速報訓練に伴う、柳井市防災行政無線からの訓練放送に合わせて、

シェイクアウト訓練を行った。防災訓練と同時に防災無線による放送を、校内に周知す

る手段などの確認も行えた。 

大畠中 

R6.4.10 
新入生保護者に対して、大畠中安心メールへの登録を依頼し、緊急時等の連絡体制を整

えた。 

R6.4.12 緊急時引き渡し登録者一覧の更新を行った。 

R6.6.23 
全校体制で、大規模災害等の発生時を想定した引き渡し訓練を実施した。訓練では、保

護者と学校の間で引き渡しの手順や留意点を共有できた。 

R6.11.5 
全国一斉の緊急地震速報訓練に伴う、柳井市防災行政無線からの訓練放送に合わせて、

シェイクアウト訓練を行った。 

R6.11.21 

徳山工業高等専門学校から講師を招聘し、「専門家等と連携した防災出前授業」を実施し

た。被災する場所は選べないので、いろいろな情報を知り、その情報をもとに、とっさ

に判断し、行動することが大切であると学んだ。また、クイズやニューヨークでの体験

談などを交えて、防災に対する意識を高めることができた。 

R7.2.10 
火災対応の避難訓練を行った。火災発生時の避難の仕方や煙の怖さについて学習した

後、非常ベルが鳴り、生徒はグラウンドに避難した。 

 

【保育園（所）】 

名 月 内    容 

伊
陸
保
育
園 

４ 総合避難訓練（火災・地震・土砂災害・不審者を想定した避難） 

５ 地震を想定した防災訓練 

６ 風水害・土砂災害を想定した避難訓練 

７ 火災を想定した避難訓練（給食室より出火）（消防署へ通報訓練） 

８ 不審者を想定した避難訓練 

９ 地震を想定した避難訓練 

10 火災を想定した消火避難訓練（給食室より出火）(消防署へ通報訓練・消火訓練) 

11 地震を想定した避難訓練（Jアラートによるシェイクアウト訓練） 

12 不審者を想定した避難訓練 

１ 地震を想定した避難訓練 

２ 近隣火災を想定した避難訓練（お寺より出火） 

３ 避難訓練の総まとめ（火災・地震・土砂災害・不審者を想定した避難） 

新
庄
保
育
園 

４ 火災を想定した避難訓練(調理室より出火) 

５ 火災を想定した避難訓練(プレイルームより出火) 

６ 大雨による土砂崩れを想定した防災訓練 

７ 台風による園舎のガラス破損を想定した防災訓練 

８ 竜巻、突風の警報発令による危険回避訓練 

９ 地震を想定しての防災訓練 

10 火災を想定した避難訓練(青組の部屋より出火) 

11 火災を想定した避難訓練(黄組の部屋より出火) 

12 火災を想定した避難訓練(赤組の部屋より出火) 

１ 火災を想定した避難訓練(事務室より出火) 

２ 火災を想定した避難訓練(隣接民家より出火) 

３ 不審者を想定した避難訓練 
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名 月 内    容 

羽
仁
保
育
園 

４ 火災を想定した避難訓練 

５ 火災を想定した避難訓練 

６ 風水害を想定した避難訓練 

７ 風水害を想定した避難訓練 

８ 火災を想定した避難訓練 

９ 風水害を想定した避難訓練 

10 火災を想定した避難訓練（消火訓練）、地震/津波を想定しての避難訓練 

11 火災を想定した避難訓練 

12 火災を想定した避難訓練 

１ 火災を想定した避難訓練 

２ 火災を想定した避難訓練 

３ 火災を想定した避難訓練、救急救命訓練、不審者対策訓練 

ひ
づ
み
保
育
園 

４ 火災を想定した避難訓練 

５ 火災を想定した避難訓練 

６ 豪雨時の風水害を想定した避難・引き渡し訓練、雨天時の歩行、園外危険個所の確認 

７ 火災を想定した避難訓練、不審者対策訓練 

８ 台風強風時の家庭引き取り訓練 

９ 屋外保育中の地震を想定した訓練 

10 火災を想定した避難訓練、救急救命訓練(消防署と合同) 

11 火災を想定した避難訓練、シェイクアウト訓練、（地域合同）引き取り訓練 

12 火災を想定した避難訓練 

１ 屋内保育中の地震を想定した訓練、不審者対策訓練 

２ 火災を想定した避難訓練 

３ 火災を想定した避難訓練、大震災のお話し 

放
光
保
育
園 

４ 火災を想定した避難訓練 

５ 地震を想定した防災訓練 

６ 火災を想定した避難訓練、不審者侵入を想定した訓練 

７ 風水害、津波を想定した防災訓練 

８ 台風・竜巻を想定した防災訓練 

９ 火災を想定した避難訓練、不審者侵入を想定した訓練 

10 火災を想定した避難訓練 

11 地震・津波を想定した防災訓練 

12 地震・火災を想定した防災訓練、不審者侵入を想定した訓練 

１ 地震を想定した防災訓練 

２ 火災を想定した避難訓練、不審者侵入を想定した訓練 

３ 地震・津波を想定した防災訓練、不審者侵入を想定した訓練 

余
田
保
育
園 

４ 地震を想定しての避難訓練 

５ 火災を想定しての避難訓練（給食室出火） 

６ 風水害・豪雨を想定しての避難訓練 

７ 不審者対策訓練（玄関から侵入、犯人役有り） 

８ 地震/津波を想定しての避難訓練 

９ 風水害・竜巻を想定しての避難訓練  地震を想定した避難訓練 

10 火災を想定しての避難訓練（事務所出火） 

11 不審者対策避難訓練(玄関から侵入)小学校側へ避難 

12 大規模地震災害を想定しての避難訓練 小学校合同避難訓練 

１ 火災を想定しての避難訓練（事務所出火） 

２ 地震/津波を想定しての避難訓練 

３ 火災を想定しての避難訓練（給食室出火） 

ル
ン
ビ
ニ
保
育
園 

４ 地震を想定しての避難訓練。火災を想定しての避難訓練、発電機の起動訓練 

５ 風水害及び土砂災害を想定しての避難訓練・不審者侵入を想定した訓練 

６ 火災を想定しての避難訓練 

７ 地震を想定しての避難訓練、救急救命講習会 

８ 火災を想定しての避難訓練 

９ 風水害及び土砂災害を想定しての避難訓練 

10 総合訓練(強度の地震発生と火災を想定)、消防署と連携（水消火器使用） 

11 竜巻、突風を想定しての避難訓練・不審者侵入を想定した訓練、シェイクアウト訓練 

12 風水害及び土砂災害を想定しての避難訓練、発電機の起動訓練 

１ 地震を想定しての避難訓練・110番の日不審者通報訓練 

２ 火災を想定しての避難訓練 

３ 火災を想定しての避難訓練（予告なし） 
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名 月 内    容 

ル
ン
ビ
ニ
第
二
保
育
園 

４ 火災を想定した避難訓練 

５ 火災を想定した避難訓練 

６ 地震を想定した避難訓練・不審者侵入を想定した訓練 

７ 豪雨、台風による土砂災害を想定しての訓練 

８ 火災を想定した避難訓練 

９ 火災を想定した避難・通報・消火訓練 

10 災害警報発令を想定しての訓練 （非常食を飲食、保護者連絡体制確認） 

11 地震(津波)を想定した避難訓練 柳東小学校・地域合同訓練 

12 火災を想定した避難訓練 

１ 竜巻、突風、落雷を想定した避難訓練 不審者侵入を想定した訓練 

２ 火災を想定した避難訓練 

３ 火災を想定した避難訓練（予告なし） 

若

葉

保

育

園 

４ 避難訓練の大切さを教える(職員の役割、非常サイレン音の確認等) 

５ 裏山や付近の住宅の火事を想定した避難訓練 

６ 防災総合訓練 洪水による河川増水と土石流を想定・ メール送信・引き渡し訓練・非常食試食・発電機起動訓練  

７ 地震を想定した避難訓練・救命救急講習会 

８ 台風による河川増水と強風を想定した防災訓練 

９ 漏電による出火で２階からの避難を想定した訓練 

10 大雨による洪水と浸水を想定した防災訓練・発電機起動訓練 

11 防火総合訓練 給食室からの出火を想定(消防署と連携、通報訓練・消火器使用訓練)・シェイクアウト訓練 

12 保育室暖房器具からの出火を想定した避難訓練 

１ 地震と津波を想定した避難訓練 

２ 不審者侵入を想定した訓練 

３ 避難訓練の総まとめ（予告なし・非常食試食）・発電機起動訓練 

柳
井
南
保
育
所 

４ 火災を想定しての避難訓練 

５ 火災を想定しての避難訓練 

６ 地震・津波避難訓練 シェイクアウト訓練 

７ 水害発生を想定しての避難訓練 

８ 落雷を想定しての防災訓練 

９ 台風を想定しての防災訓練 

10 火災を想定しての避難訓練 

11 
地震・津波（南海トラフ）を想定しての避難訓練 (シェイクアウト・避難指定場所までの避難 防災給食)  

柳井南小学校と合同の引き渡し訓練 

12 火災を想定しての避難訓練（消防署を呼んで通報・消火器訓練） 

１ 火災を想定しての避難訓練 

２ 不審者対応避難訓練 

３ 地震・津波を想定しての訓練 シェイクアウト訓練  

大
畠
保
育
所 

４ 土砂災害を想定しての訓練 

５ 火災を想定しての訓練（防災給食） 

６ 水害を想定しての訓練、マチコミメール配信 

７ 火災を想定しての訓練 

８ 台風・落雷を想定しての訓練、風水害の訓練 

９ 火災を想定しての訓練 

10 火災を想定しての訓練（消防署を呼んでの通報訓練・消火器訓練） 

11 地震・津波を想定しての訓練（避難指定場所までの避難・シェイクアウト訓練） 

12 火災を想定しての訓練、不審者侵入を想定しての防犯通報訓練 

１ 火災を想定しての訓練 

２ 火災を想定しての訓練 

３ 土砂災害を想定しての訓練 
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（２）防災出前講座等  

ア 防災出前講座 

年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

開催回数 33回 25回 30回 15回 ６回 ９回 20回 38回 27回 

参加者数 1,087人 737人 931人 345人 143人 329人 506人 1,158人 703人 

イ 災害伝言ダイヤル「１７１」体験 

       令和７年１月19日（みどりが丘図書館） 

ウ 職員防災講習会 

       ・毎年４月に職員防災ポケットブックを全職員に配布し、各箇所における災害発生時の対応に

ついて確認 

・毎年４月に防災対策取組状況調査を実施し、防災体制等について確認（移動系防災行政無線

と山口県防災行政無線（衛星系）による通信訓練、職場内の安全確認、職員の身の安全確

保、防災配備体制の確認） 

・令和６年11月５日の緊急地震速報訓練のシェイクアウト訓練に全職員参加 

 

７ 自主防災組織等 

地域防災力の向上を目的として、防災用の資機材等の整備や防災訓練等を行う自主防災組織等に

対して補助金を交付するとともに、自主防災リーダーの育成を行う。 

 

（１）自主防災組織等の育成 

ア 自主防災組織 74組織（83自治会）（令和７年５月１日現在） 

（ア）自主防災活動の補助 

防災用資機材の整備、防災啓発用品の購入等に対し、12万円を上限として補助 

（イ）研修参加の補助 

  県内で開催される防災の研修会への参加負担金及び旅費に対し、１万円を上限として補助

（１団体につき２人まで） 

（ウ）防災訓練の補助 

  消火訓練、避難訓練など防災に関する訓練に要した経費の１／２以内を世帯数×200円＋１

万円を上限として補助 

（エ）資機材再整備の補助 

  防災用資機材の再整備費用に対し、５万円を上限として補助（申請制限期間あり。） 

  イ 自主防災連絡組織 68組織（平成30年３月３１日現在） 

※ 平成30年３月31日付けで自主防災連絡組織に係る補助金交付要綱廃止 

 

（２）自主防災リーダーの育成 

開催年月日 開催場所 参加人数 研修会名称 

令和６年10月５日 

山口県庁 ３人 山口県自主防災アドバイザー養成研修（基礎編） 令和６年10月６日 

令和６年10月19日 

令和７年１月18日 山口県商工会館 ３人 山口県自主防災アドバイザー養成研修（応用編） 

令和７年２月22日 周南市立久米小学校 ６人 山口県自主防災アドバイザースキルアップ研修 
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（３）避難行動要支援者名簿 

災害が発生した場合や災害が発生するおそれがある場合に、避難すること（避難行動）に何ら

かの困難が伴うと思われる人を「要配慮者」という。その中でも自ら避難することが著しく困難な

方を「避難行動要支援者」として区分する。市は、在宅の方への地域での避難支援体制づくりのた

めに名簿（「避難行動要支援者名簿」）を作成し、名簿情報提供について本人の同意を得られたもの

について、避難支援等関係者に名簿情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇「避難行動要支援者名簿」の登録者要件 

  ①要介護３～５の認定を受けている者 

②身体障害者手帳１～２級（総合判定）の第１種を受けている者（ただし、心臓、じん臓障害のみ

で該当する者は除く。） 

③療育手帳の重度Ａの判定を受けている者 

④精神障害者保健福祉手帳１～２級の交付を受けている者で単身世帯の者 

⑤65歳以上でひとり暮らしの者で登録を希望する者 

⑥75歳以上のみで構成される世帯の者で登録を希望する者 

⑦上記以外で市長又は避難支援等関係者が避難支援等の必要を認めた者 

 

８ 災害時における応援協定 

  大規模災害時に不足する防災力を補い、災害時の応急体制の強化と災害からの迅速な復旧を図る

ため、自治体との相互応援協定や民間事業者等との生活必需品、資機材等の提供について協定を締

結する。 

 

（１）協定締結の目的 

○国、県、市町村、民間団体等が相互に協力して、被災地での応急・復旧対策を迅速かつ円滑に 

実施できる体制を構築する。 

○災害時に必要な物的、人的支援等を的確に把握・確保し、効率的かつ適正な配置・配分ができる

体制を構築する。 

○被害想定が異なり、同時被災の可能性が低い遠隔自治体と災害ネットワークを構築し、広域災害

時においても支援が受けられる体制を整備する。 

 

 

・柳井地区広域消防組合 

・山口県警察 

・民生委員・児童委員 

・柳井市社会福祉協議会 

・消防団 

・自主防災組織及び自治会 

・その他避難支援等の実施 

に携わる関係者 

 

 

・高齢者 

・障がい者 

・乳幼児 

・その他の特に配慮を要する方 

 

自力での避難が難しい方 

⇒柳井市で名簿作成 

 

 

避難支援等関係者 要配慮者  

避難行動要支援者  

避難支援 

  ・ 

安否確認 
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（２）協定締結状況 

年度 協定名称 協定相手方 担当部署 

Ｈ10 災害防止協定書 山口合同ガス株式会社 市民生活課 

Ｈ15 災害時における柳井市内郵便局、柳井市間の相互協力に関する覚書 市内郵便局 危機管理課 

Ｈ16 液化天然ガス施設災害防止協定書 中国電力株式会社 市民生活課 

Ｈ17 黒杭川ダム放流警報設備を利用した災害情報等の伝達提供に関する協定書  山口県柳井土木建築事務所 危機管理課 

Ｈ19 大規模災害時における応急対策業務に関する協定書 柳井市建設業協同組合 土木課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 マックスバリュ西日本株式会社 商工観光課 

Ｈ21 市町村広域災害ネットワーク災害時相互応援に関する協定 ２１市１町 危機管理課 

Ｈ23 山口県及び市町相互間の災害応援協定書 県及び県内市町 危機管理課 

災害時における情報交換に関する協定書 国土交通省中国地方整備局 危機管理課 

災害時における連絡体制および協力体制に関する取扱い 中国電力ネットワーク株式会社柳井ネットワークセンター  危機管理課 

Ｈ24 山口県内広域消防相互応援協定書 県、県内市町及び消防一部事務組合 危機管理課 

山口県消防防災ヘリコプター応援協定 県、県内市町及び消防一部事務組合 危機管理課 

瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定 107 の市町村と 11 府県（R6.4.1 時点） 危機管理課 

応急対策業務の実施に関する覚書 柳井市建設業協同組合 経済建設課、下水道課 

災害等における緊急給水業務並びに応急復旧業務に関する協定書 柳井市指定水道工事協同組合 柳井地域広域水道企業団 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社ミコー食品 商工観光課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社フジ 商工観光課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社丸久 商工観光課 

Ｈ25 災害時における行政書士業務の支援活動に関する協定書 山口県行政書士会 危機管理課 

災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 危機管理課 

特設公衆電話の設置・利用に関する協定書 西日本電信電話株式会社山口支店 危機管理課 

Ｈ26 指定緊急避難場所に係る覚書 柳井商工高等学校 危機管理課 

災害時における物資の供給に関する協定書 山口県 LP ガス協会柳井支部 商工観光課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 生活協同組合コープやまぐち 商工観光課 

災害時における物資供給に関する協定書 ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター 商工観光課 

Ｈ27 柳井市公共施設の屋根等を活用した太陽光発電に係る基本協定書 株式会社ウエストエネルギーソリューション 市民生活課 

Ｈ29 災害時における地図製品等の供給等に関する協定書 株式会社ゼンリン山口営業所 危機管理課 

Ｈ30 
 

災害時における雨水ポンプ場応急対策の協力に関する協定 株式会社クボタ中四国支社 下水道課 

災害時における雨水ポンプ場応急対策の協力に関する協定 シンフォニアテクノロジー株式会社中国営業所  下水道課 

災害時における雨水ポンプ場応急対策の協力に関する協定 株式会社ミゾタ山口営業所 下水道課 

災害時における雨水ポンプ場応急対策の協力に関する協定 株式会社日立インダストリアルプロダクツ中国営業所  下水道課 

Ｒ１ 災害時における物資供給に関する協定書 株式会社ジュンテンドー 商工観光課 

災害時におけるレンタル機材の供給協力に関する協定書 守常レンタリース株式会社 下水道課 

災害時におけるレンタル機材の供給協力に関する協定書 山陽リース株式会社 下水道課 

災害時におけるレンタル機材の供給協力に関する協定書 光東株式会社 下水道課 

災害時におけるし尿等の収集運搬に関する協定書 トキワ産業有限会社、株式会社柳井環境メンテック、株式会社大畠技研  市民生活課 

柳井市・日本下水道事業団災害支援協定 日本下水道事業団 浄化センター 

災害時におけるドローンによる応急・復旧対策業務に関する協定 一般社団法人山口県産業ドローン協会 危機管理課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社イズミ 商工観光課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社ミスターマックス・ホールディングス  商工観光課 
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年度 協定名 締結相手 担当部署 

Ｒ２ 山口県市町情報システム共同利用災害基本協定書 4市 1町 政策企画課 

災害発生時等におけるダンボール製品の調達に関する協定書 セッツカートン株式会社 危機管理課 

災害発生時等におけるダンボール製品の調達に関する協定書 レンゴー株式会社防府工場 危機管理課 

柳井市と大塚製薬株式会社との包括連携に関する協定 大塚製薬株式会社 政策企画課 

柳井川水系治水協定 県、ダム管理者及び関係利水者 経済建設課 

Ｒ３ 災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社ナフコ 商工観光課 

災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 山口県東部ヤクルト販売株式会社 商工観光課 

柳井市と株式会社ピアレスとの包括連携に関する協定 株式会社ピアレス 政策企画課 

災害時における家電製品等の確保に関する協定書 エディオン柳井店 商工観光課 

災害時における応急対策の協力に関する協定 株式会社荏原製作所中国支社 下水道課 

Ｒ４ 災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定書 株式会社コスモス薬品 商工観光課 

災害発生時等におけるダンボール製品の調達に関する協定書 王子コンテナー株式会社防府工場 危機管理課 

災害時における物資等の輸送に関する協定書 福山通運株式会社 商工観光課 

電気自動車を活用した脱炭素化及び強靱化に関する連携協定 日産自動車株式会社、山口日産自動車株式会社  危機管理課 

Ｒ５ 災害時における移動式宿泊施設等の提供に関する協定書 株式会社デベロップ 危機管理課 

柳井市と山口県飲食業生活衛生同業組合柳井支部との包括連携に関する協定書  山口県飲食業生活衛生同業組合柳井支部 政策企画課 

Ｒ６ 災害対策に関する覚書 アサヒ飲料株式会社、藤山珈琲合同会社  みどりが丘図書館 

災害時におけるレンタル資機材の提供に関する協定書 株式会社キロク平生営業所 危機管理課 

災害時におけるバス利用に関する協定書 株式会社アサヒ観光 危機管理課 

Ｒ７ 柳井地域広域水道企業団と柳井市との水道事業の統合に係る事務の取扱いに関する協定書  柳井地域広域水道企業団 下水道課 

 

９ 食料、飲料水、生活必需品等 

災害発生直後の被災者の生活を確保し、人心の安定を図るためには、迅速な救援活動が非常に重要

となる。なかでも食料・飲料水の供給は、被災者の生命維持を図る上で最も重要であり、また、生活

必需品等の確保についても重要な対策となる。そのため、災害時必要な食料、飲料水、生活必需品等

の備蓄に努めるとともに、各家庭等での備蓄について啓発していく必要がある。 
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主な災害救援物資等の備蓄状況（令和７年３月３１日） 

 

本庁
その他

（防災備蓄倉庫等）

飲食料 レトルトご飯 食 13,377 300 13,077

飲料水 本 18,199 2,587 15,612

乳幼児用品 液体ミルク 本 120 0 120

哺乳ボトル 本 900 0 900

乳幼児用紙おむつ 枚 18,584 0 18,584

おしりふき 袋 528 0 528

衛生用品 大人用紙おむつ 枚 1,422 0 1,422

生理用ナプキン 枚 2,980 2,800 180

毛布類 毛布、アルミシート等 枚 8,259 329 7,930

ベッド、マット類 防寒簡易ベッド（アルミシート、マット） セット 58 0 58

多目的簡易ベッド 台 70 11 59

災害時用エアーマット 枚 1,860 40 1,820

床敷マット 本 10 6 4

畳マット 枚 299 0 299

ブルーシート 枚 929 0 929

パーテーション パーテーション 張 122 5 117

テント 屋外用テント 張 63 4 59

屋内用テント 張 100 0 100

調理関係 移動炊飯器・炊飯セット 台 2 2 0

給水関係 水袋（6ℓ） 枚 1,000 500 500

給水タンク（1.2ｔ） 台 7 0 7

加圧応急給水タンク一式 台 10 0 10

トイレ関係 自動ラップ式トイレ 台 15 1 14

携帯便座 台 46 20 26

簡易トイレ 回分 43,140 11,140 32,000

マンホールトイレ 台 20 0 20

トイレ用テント 張 33 1 32

トイレ用パーテーション 枚 32 0 32

ウエイト 個 214 0 214

汚物圧縮保管袋セット セット 40 34 6

トイレットペーパー ロール 1,800 100 1,700

手洗いシンク 基 2 0 2

発電機類 発電機 台 51 6 45

ポータブル電源 台 1 0 1

ポータブル電源用ソーラーパネル 枚 4 0 4

照明類 投光器 台 37 6 31

バルーンライト 台 40 3 37

ランタン 個 48 7 41

医療関係 医薬品等セット 式 35 35 0

救急箱 箱 17 2 15

布マスク 枚 10,000 10,000 0

装備品 雨具 着 146 146 0

軍手 組 120 120 0

ヘルメット 個 79 55 24

寝袋 枚 6 6 0

その他 避難所運営物品一式 セット 28 0 28

大型扇風機 台 40 2 38

ガソリン携行缶 個 33 15 18

エンジンオイル 本 27 1 26

延長コード 個 23 0 23

ラジオ 台 15 4 11

拡声器、ハンドマイク 台 21 1 20

ロープ 巻 59 0 59

担架 台 14 1 13

土のう袋 枚 12,350 0 12,350

折り畳み式リヤカー 台 17 2 15

充電器 個 10 8 2

充電ケーブル 本 40 32 8

種別 品名 単位 数量（合計）


